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土地取得 
 

 

１ 予  算  額  ２０１,９１２千円 

 

２ 目     的  土地取得会計は、土地開発基金の運用収益に係る歳

入歳出のほか、公用若しくは公共用に供する土地又は公

共の利益のために取得する必要がある土地を先行取得

する事業に係る歳入歳出を経理しています。 

 

３ 事 業 概 要  ・土地管理事業 

  ・土地開発基金積立事業 

 

○土地開発基金の状況（令和２年３月３１日現在） 

運用状況 
土地取得会計  ５１２,２８５,２２１円 

土地開発公社 ２,１３９,０００,０００円 

運用残額 １,８７３,１６５,５０４円 

基金総額 ４,５２４,４５０,７２５円 

 

建設部 用地課 

土地取得会計管理地 

（野口 地内） 
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国民健康保険事業  
 

 

１ 予 算 額   １２,６６２,５１２千円 

 

２ 目的及び効果   国民健康保険制度は、７５歳未満の被用者保険加

入者以外の住民を被保険者とし、国民皆保険制度の

基盤として社会保障及び住民保健の向上に寄与する

ことを目的としています。 

 

３ 事 業 概 要   

(１) 保険給付（主なもの） 

・療養の給付（診察、処置、手術などの治療又は薬剤） 

・高額療養費（自己負担限度額を超えた場合）の支給 

・出産育児一時金及び葬祭費の支給 

(２) 保健事業 

・特定健康診査・特定保健指導の実施 

・健診結果による医療受診勧奨 

・糖尿病性腎症重症化予防の実施 

(３) 医療費適正化対策 

・ジェネリック医薬品の利用促進 

及び差額通知の送付 

・レセプト点検等（柔整・はり灸含む。）の実施 

・医療費通知の送付 

 

福祉部 保険医療課 
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土地区画整理事業 
 

 

土地区画整理事業は、道路や公園等の整備と宅地の利用増進を図

る面的整備事業であり､現在までに市施行９地区（約４２８ha）、組合施行

７地区（約８３ha）計１６地区（約５１１ha）がすでに施行済みです。また現在

４地区（約１９６ha）において土地区画整理事業を施行しています。 

そのうち市施行では文津、岩崎山前、小牧南の３地区を施行しており、

令和３年度は、新たに本庄地区での施行を予定しています。 

 文津 岩崎山前 小牧南 本庄（予定） 

予 算 額 ３６１,１７０千円 ３２１,１４２千円 ４２３,０８９千円 ９４,０７１千円 

事業年度 
平成１０年度～ 

令和６年度 

平成４年度～ 

令和８年度 

平成６年度～ 

令和４年度 

令和３年度～ 

令和１７年度 

施行面積 ３７.６ha ６２.２ha ９４.０ha ２５.４ha 

総事業費 １３,２５０,０００千円 １５,８００,０００千円 ３２,２００,０００千円 １０,１００,０００千円 

道路整備率 ７５.５％ ９４.３％ ８５.０％ － 
 

注）道路整備率＝地区内道路整備済延長／地区内道路整備計画延長×１００ 

                                （令和２年度末見込み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市政策部 区画整理課 

Ｅ
さ
ん 

公
園 

緑
地 
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介護保険事業 
 

 

１ 事 業 年 度  平成１２年度～ 

２ 予  算  額  ８,５０２,８３６千円 

３ 目的及び効果  介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支え

合うための制度です。介護や支援が必要な方の自立と

尊厳が保たれた生活を支え続けられるよう、介護保険制

度を健全に運営します。 

４ 事 業 概 要   
 

 ○介護保険事務 

・被保険者の資格管理 

・介護保険料の賦課徴収 

・保険給付費の給付 

・要介護（要支援）認定に係る調査及び認定 

・介護事業所の指定、指導 
 

 ○地域支援事業 

・介護予防・生活支援サービス事業 

・一般介護予防事業 

・地域包括支援センターの運営 

・在宅医療・介護連携の推進 

・生活支援体制の整備 

・認知症総合支援体制の整備 

 

 

 

介護保険の被保険者 

第１号被保険者  ６５歳以上の方 

第２号被保険者  ４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者 

福祉部      介護保険課 

                地域包括ケア推進課 

健康生きがい支え合い推進部 

健康生きがい推進課 

保健センター 
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後期高齢者医療 
 

 

１ 事 業 年 度  平成２０年度～ 

 

２ 予  算  額  ３,７０２,１５７千円  

 

３ 目的及び効果  後期高齢者医療制度は、７５歳（一定の障がいのある

人は６５歳）以上の方が加入する医療保険制度で、高

齢期における適切な医療の確保を図ることを目的として

います。被保険者になると保険証が交付され、負担割

合に応じて療養の給付や高額療養費の支給などを受

けることができます。 

 

４ 事 業 概 要  愛知県後期高齢者医療広域連合が保険者として運

営を行い、被保険者の認定、保険料の決定、医療の

給付などを行います。 

市は窓口業務、保険料の徴収などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉部 保険医療課 

○後期高齢者医療広域連合の行う主な事務 

・被保険者の加入・脱退や保険証の交付 

・保険料の決定 

・医療を受けたときの給付 

○市が行う主な事務 

・申請や届出の受付 

・保険料の徴収 

・保険証の引き渡し 

・制度に関する広報及び窓口相談 

・広域連合との契約に基づく保健事業の実施 


